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 皆さん、「ポジティブ・アクション」という言葉をご存知ですか？「男女労働者の間に事実上生じている差があ

るとき、それを解消する積極的な取り組み」のことですが、すなわち男女ともに働きやすい職場を作ることを意

味しています。宮城県では、企業の自主的な取り組みの促進を目的として、「女性のチカラを活かす企業認証制度」

を導入しています。また、特に優れた事業所については表彰も行っています。今回は、「女性の登用・職域拡大部

門」で表彰された名取市の事業所の取り組みについて紹介いたします。 
 

 
 

昭和３２年、公

衆浴場（銭湯：衣

笠の湯）の燃料

部門として創業

し、斬新なアイデ

ィアで、宮城県・

福島県の銭湯に

燃料を販売するシステムを作ると同時に、廃油の精製

処理技術を磨き、現在の礎を築きました。昭和６３年に

法人化、㈱オイルプラントナトリとなり、北は青森県から

南は静岡県を営業エリアとして、各種工場から排出され

る廃棄物のリサイクルを行っています。集めてきた廃油

を再生油に精製し販売することで、液状廃棄物の処理

においてはパイオニア的存在として多くの上場企業から

信頼されています。 

職場での均等な機会と待遇 

現在の従業員数は４７名（うち女性８名：比率１７％）

で、そのうち係長以上の管理者数は８名（女性２名：比

率２５％）で平均年齢は４０歳（男性４１歳・女性３８歳）で

す。生産・運送・営業・総務部の各部門に女性を配置し、

男女の区別なく関係するセミナーや業界の勉強会へ平

等に参加させるなど、積極的な職業能力開発の支援も

行っています。女性８名全員が危険物取扱の資格を入

社後に取得するなど自己啓発で業務に関係する資格

取得に積極的にチャレンジしています。 

また、平成１６年より人事考課制度を導入し、自己申

告による業務上の目標や実績を提出してもらい、男女

の区別なく個人の能力や仕事上の実績により、客観的 

 

に評価し昇給・昇格を決定しています。この制度により

平成１７年には女性２名が管理職に登用されました。 

その他の先進的な取り組みとしては、６５歳定年や６５歳

過ぎての再雇用も実施しています。 

仕事と育児・介護の両立支援 

さらに、平成１６年度から育児・介護休業制度を導入

し、今までに２名の育児休暇の利用実績があります。休

業中は利用者の不安を解消するために、会社の現況や

人事情報などを提供し、スムーズな復帰に配慮していま

す。産休・育児休暇の後、短時間勤務を希望することも

でき、現在１名利用中です。有給休暇の促進としては、

メモリアル休暇（誕生日・結婚記念日）・バーゲン休暇等

があります。 

社長の武

田さんのお

話では、「社

会現象とし

て高齢化が

進んできて

いるので、

介護休暇を上手に運用できる仕掛けを作ることが課題

である。また、社員が働きやすい職場を継続させていく

ためには、権利と義務をバランスよく職務遂行し、適正

な利益確保が図れるように、労使一体で努力していく事

が一番大切である。会社も社員も互いに幸せになれる

ように、ますます精進していきたい。」とのことでした。 

このような姿勢が「仕事と家庭の両立支援に積極的」

といった社会的評価につながっているようです。 

【女性従業員の皆さん】 

会社も社員もお互いに幸せになれる   株式会社 オイルプラントナトリ 



 
 

今回は、名取市議会議員４名にお集まりいただき、テーマを「地域における男女共同参画推進の今後のあり方について」として座談会を行いました。名取市の男女共同参画を 

進めていくためにはどうすればいいのか、それぞれの立場から率直に語っていただきました。司会進行は、名取市男女共同参画推進委員会の大野 実委員長。 

 

～団体の役員には女性の割当を～ 

星居敬子さん 

～企画する所に女性の登用を～ 

太田稔郎さん 

～あらゆる差別をなくし共存を～ 

小野寺美穂さん 

～女性の住みよい街づくりを～ 

山田龍太郎さん 
 

●大野―早速ですが、今回の

テーマについて、日頃から市

民と直接向き合い、様々な活

動をされている皆さんは、男

女共同参画推進における現状

をどのように感じておられま

すか。 

◆太田―地域における活動

の面では女性の方が高い。婦

人会や農業生産物の直販等

で男性はサポート役にまわっています。しかし決定機関、例

えば、農協や各種団体の役員に推薦しても女性はしり込み

してしまう。女性の活動は地域を盛り上げるので女性の進出

は必要だと思います。 
 

◆星居―女性は日常活動で地域の現場をよく知っています。

しかし、組織的なもの例えば町内会のリーダー等は厳しいと

いうのが現状で、決められた割り当てがあると女性もやりや

すいと思います。他の組織と

連携する時に男女関係なく意

見がきちんと言えるようになれ

ばいいと思います。 
 

◆小野寺―根本的な男女共

同参画は家庭です。仕事をし

ていれば家族の協力は欠くこ

とができません。大人になって

から考え方を変えることは難し

いので、小さい時からそういう姿を見ていれば、それが身に

ついて社会に出ても自然と男女がお互いに尊重し合えるよ

うになると思います。 
 

◆山田―地域で例えば、防災訓練等で婦人防火クラブの

方が一生懸命参加していますが、役員とか責任のある立場

となると遠慮されることがあります。逆にＰＴＡには男性が殆

どいません。自営業等は女性に支えられていますが、男女

が互いに信頼していれば役割分担ができると思います。 

 

●大野―次に、昨年「男女共同参画社会基本法制定１０周

年」という大きな節目を過ぎ、日頃の地域活動で、男女共

同参画推進のための、連携・協働等について何か考えてい

ることがあればお伺いいたします。 

 

◆山田―街の活性化では地区単位で「街をどうしたらよい

か」について幅広い年代の女性の意見を参考にする動きが

あり、女性の視点を大事にしています。また、消防団がない

新興団地では女性による消防団も一つの方法ではないかと

思います。 
 

◆小野寺―地域の課題を解決していく中で、男性と女性で

は目線の違いがあります。町内会の会長が男性であっても

女性の視点からの意見も拾いあげていくことは必要だと思い

ますし、そういう運営もされています。 

 

◆星居―地域のリーダーは男性が中心で、リーダーによっ

て話を聞いてくれる人や昔のままでいいという人もいます。

大切なのは男女共同参画を地域にどう発信するのか、情報

紙だけではなく地域から標語を集めるなど、相互にやりとり

できる仕組みをつくることで理解が深まると思います。 

 

◆太田―今はサッカーにも女性が参加し始めています。そ

の方々には、試合に参加するだけではなく指導者になって

いく事も大事だと話しています。実際に女性が審判の資格

を取り、男子サッカーの審判もしています。共に活動し指導

することによって男女共同が芽生えてきていると思います。 

 

●大野―昨年４月に、国の施策で「２０２０年までに、あ

らゆる分野で指導的地位に女性が占める割合を、少なくと

も３０％程度にしよう」という目標、さらに女性の能力開

発・能力発揮には支援が必要と掲げられましたが、このこ

とについてどう思われますか。 

 

◆太田―例えば、県内市町村の女性管理職の割合は平均

で１２％位ですが、名取市はまだそこまでいってはいません。

市議会でも女性議員は２人しかおりません。何事でも参加す

るだけではなく、企画する側に女性の登用が絶対必要だと

思います。それには、地域で女性の議員を誕生させようとい

う雰囲気をつくることが大事で、議会活動に女性の声を活か

すことによって、男女共同参画が広がってくると思います。 

 

◆星居―女性は潜在的な能力があるのに、機会が得られな

いと思います。自分の勇気も大切ですが、例えば柴田町の

８人の女性議員が町長さんの声がけでできたように、女性の

能力開発の環境をつくるには、支援体制がないと無理だと

思います。２０２０年まであと１０年です。私達も議会から首長

に仕掛けをして、市民の側からも要求していくことにより、目

標に早く近づくのではないかと思います。 

 

◆小野寺―目標を設定するなら何故半分ではないのか、ま

た、指導的地位に女性が占める割合を増やすという発想の

もとは何なのでしょう。男女共

同といっても体力の違いなど

から、それぞれ得意分野とそ

うでない分野があります。大

事なことは男女で差別されな

いことです。何にでも女性が

出てくれば良いということでも

ありません。「女性を引き上げ

なければ」という上から目線で

はなく、男女が人間として尊

重し合うという意識が必要であり、根底から男女差別がなく

なるようにしなければ３０％の達成も難しいのではないでしょ

うか。 
 

◆山田―元来日本人としての特有の気質があると思うので、

日本人の文化を考えながら進めていくのが基本であると思

います。女性が活躍しやすくする支援として、例えば出産の

サポートのための条例整備や保育所設置、介護の体制づく

り、男性の育児休暇などが考えられます。これらが充実すれ

ば「女性の住みよい街」ができると思います。そして、女性の

能力開発・発揮できる環境づくりができれば良いと思ってい

ます。 
 

●大野―最後になりますが、今後、名取市が男女共同参画

社会を推進していく上で、どんな取り組みなどが重要か、

今後の抱負なども含めてお聞かせください。 

 

◆太田―家庭においては妻をサポートすること。地域の中 

では活動しながら仕事を続け

られるという地域のサポートが

絶対必要だと思います。また、

男女の役割も必要ですが、時

として男女の役割よりもやれる

ことをやるという姿があってし

かるべきだと思います。 

 

◆星居―女性蔑視みたいな

ものがまだ現実にあることを

考えると、政策や発言できる場に女性の意見を活かしていく

には、やはり仕掛けが必要だと思います。女性自身もしっか

り外に目を向けて人への思いやりを持ち社会参加をしていく

ことで、皆が安心して暮らせる社会が作れると思います。 

 

◆小野寺―男女共同参画社会の実現には、あらゆる差別

のない社会をつくることが重要です。それは大変難しいこと

ですが、ひとつひとつ暮らしがあり、力の弱いものの集まりで

すが、だからこそ、要望やその思いをきちんと行政側に届け

ることが重要だと考えています。 
 

◆山田―職場において働いている人のためにも事業所内

保育所のようなものがあると本当によいと思います。また、女

性の能力発揮のために尚絅学院大学生涯学習センターを

積極的に利用するなど、なかなか難しいことですが、男女が

互いに尊重し合う場があれば家庭もうまくいくし、男女共同

が推進されると思います。 
 

●大野―今回は難しいテー

マでしたが、皆さんからは 

「地域の中のサポートが大事

で、個々が勇気を持って一歩

進む。そして地域・職場・家

庭を含めて支え合う社会を実

現するためには、制度なりの

仕組みも必要である。また、

一人ひとりの市民の行動も必

要で、それを引き出して行政に反映させていく事が重要で

ある。また、生涯学習センターなど今あるものを利用して、

取り組むことが大事だ。」というご意見を頂戴しました。 

本日は貴重なお話しを聞かせていただき、ありがとうござ

いました。 

 

大野委員長プロフィール 

●尚絅学院大学表現文化学科教授。専門領域は

アニメーションの文化・プロデュース。「コンテ

ンツ産業論」「メディア文化論」など。 
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この情報紙に関する問合わせ先・事務局  

〒981－1292  男女共同・市民参画推進室 

TEL 384－2111（内線336・337 ） FAX 384－9030 

平成２３年４月１日以降、１０１人以上の労働者を雇用している事業主

に対して、次世代育成支援に関する「行動計画の公表・周知」並びに

「行動計画の策定・届出」が義務化されます。（表１） 

事業主は「仕事と家庭の両立支援」に関する課題として、例えば、

子ども・家族看護休暇や配偶者出産休暇の充実、子を望む従業員へ

の支援として、不妊治療のための休暇・休職制度の確立と拡充など、

男女が共に「安心して子どもを生み育てながら働ける環境の整備」

などに関して、行動計画を策定し、更に公表と周知が求められます。 

 

 
１．次世代育成支援対策推進法の改正 

 

 

表１ 改正次世代育成支援対策推進法の内容 
平成２１年 

３月３１日まで 

平成２１年 

４月１日以降 

平成２３年 

４月１日以降 

３０１人以上  義  務 義  務 

１０１人以上３００人以下 義  務 

 

一般事業主行動計画の 

公表・従業員への周知 
１００人以下 

規定なし 
努力義務 

努力義務 

３０１人以上 義  務 義  務 義  務 

１０１人以上３００人以下 義  務 
一般事業主行動計画の 

策定・届出 
１００人以下 

 
努力義務 

 
努力義務 

努力義務 

【参考：厚生労働省・政策レポート http://www.mhlw.go.jp/seisaku/2009/02/01.html】 

２．育児・介護休業法の改正 

仕事と家庭を両立しながら働き続けることができる

社会を目指して、育児休業後の働き方や、父親も子

育てができる働き方の支援、さらに仕事と介護の両立

支援について検討された、「改正育

児・介護休業法」が、平成２２年

４月１日から施行されます。 

【主な内容】 

●３歳までの子を養育する労働者

について、短時間勤務（１日６時間）を設けることが

事業主の義務となり、労働者が請求すれば所定外労働

（残業）が免除されます。 

●父母がともに育児休業を取得する場合、１歳２ヶ月

まで取得可能期間が延長されます。（取得は１年間） 

●出産後８週間以内に父親が育児休業を取得した場合、

再度、育児休業が取得可能となります。 

●配偶者が専業主婦（夫）の場合も含め、すべての労

働者が育児休業を取得できるようになります。 

●子の看護休暇の取得可能日数が小学校就業前までの

子供１人につき年５日、２人以上は１０日になります。 

●申し出れば要介護状態の対象家族１人につき年５日、

２人以上は１０日の介護休暇を取得できます。 

●実効性を確保するため、勧告に従わない場合の公表

制度や、虚偽の報告をした場合の過料を設けます。 
 
【参考：厚生労働省・トピックス 

http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/07/tp0701-1.html】 

 

全ての人が、安心して子供を生み育てながら働ける

環境の整備はますます必要となってきます。特に、日本

の男性の育児休業取得率は、1.56％（１９年度）。日本

人男性が子育てや家事にかける時間は諸外国と比べ

て極めて少なくなっています。このことが、日本の女性

の家事や育児の負担を増や

して女性の就業継続を難しく

し、結果的に少子化の要因

ともなっています。 

望む男性が育児に積極的

に関われるよう職場環境の

整備を行っていきましょう！

 
7 月に男女共同参画に関する標語を募集する予定です。詳しい内容や募集方法などは決まり次第お知らせします。 

ご存知ですか？法律が変わります！ 
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